
平成１６年度の主な活動実績（独立行政法人農林水産消費技術センター）

１ ＪＡＳ法関連業務

(1) 強制的な立入検査の実施などによる不正な食品表示や不正なＪＡＳマークの監視・取締

ア 立入検査等

○平成１６年度実績：立入検査　５件（５事業者）、任意調査２６９件（３６４事業者）

イ 製品検査

(ｱ) 生鮮食品の検査

○平成１６年度実績：６１６件

(ｲ) 加工食品の検査

○平成１６年度実績：５，０７１件

検査の結果、文書による指導を４８２件実施した。

(ｳ) 遺伝子組換え食品の検査

○平成１６年度実績：確認分析　３６８件

　　　　　　　　　　分別生産流通管理調査　１６８件

検査等の結果、文書による指導を１件実施した。

(2) 登録認定機関や認定事業者に対する指導監督（登録認定機関の監査等）

ア 登録認定機関の監査

　登録認定機関に対する監査を実施した。

○平成１６年度実績：国内　９０機関（９７事業所）、外国　８機関（９事業所）

イ 登録格付機関の監査

○平成１６年度実績：１５機関（１７５事業所）

監査の結果、文書による是正勧告を５機関に対して実施した。

ウ 登録認定機関などの登録等調査

　登録、手数料及び業務規程の認可に係わる技術上の調査を実施した。

○平成１６年度実績：２０５件

監査の結果、文書による是正勧告を６４機関に対して実施した。
また、重大な不適正について、農林水産省に回付した結果、登録の取消し手続中
に、当該認定機関から廃止届けが提出された。

国内の登録格付機関に対する監査を実施した。なお、外国の登録格付機関は存在しない｡

別　紙

なお、全ての案件について、中期目標に定められた調査期間（３０日間）以内に
調査結果を農林水産省に報告した。

　遺伝子組換え食品の確認分析を実施し、遺伝子組換えＤＮＡが検出されたものな
どについて、分別生産流通管理の確認のための調査を実施した。

立入検査等の結果、農林水産大臣から認定の取消しが５事業者、業務停止命令が
１事業者、改善指示が１５事業者、文書による指導が９２事業者に対して措置さ
れたところ。

　農林水産省と連携して行った「天然・養殖」表示等に係る特別調査を含め、生鮮食
品の産地等の確認のための検査を実施した。

　加工食品の品質表示と内容の確認のための検査を実施した。

　農林水産大臣の指示により、不正な食品表示や、食料缶詰、有機農産物等のＪＡＳ不
正格付に関する立入検査等を２７４件、３６９事業者に対して実施した。
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(3) ＪＡＳ規格の見直しに必要なデータを提供するための調査分析

ア 利用実態調査等

○平成１６年度実績：利用実態　１４品目（５３規格）、品質実態１２品目（５４規格）

イ ＪＡＳ規格見直し原案の作成

○平成１６年度実績：１４品目（６３規格）

２ 食品安全行政推進のためのリスク分析・リスク管理に必要な有害物質の調査

(1) リスク分析・リスク管理のための有害物質の調査

○平成１６年度実績：残留農薬　３，７０３検体

　　　　　　　　　　その他の微量物質　３２０検体

○平成１６年度実績：重金属　１，４５５検体

　　　　　　　　　　（内訳　鉛　１，４２５検体、カドミウム　３０検体）

　　　　　　　　　　カビ毒　２４０検体

(2) 危機発生時における農林水産大臣からの緊急の調査・検査の要請への対応

○平成１６年度実績：実績なし

平成１７年度実績（８月１日現在）：とうもろこし（Bt10）４６件

３ 遺伝子組換え生物の拡散を防止するためのカルタヘナ法に基づく立入検査

○平成１６年度実績：なし

４ 消費者への情報提供や食品表示１１０番による情報収集など消費者対応業務

○平成１６年度実績：食品表示１１０番等　１４，６６２件

イ
ア
ア

　ＪＡＳ規格の利用状況、改正要望を把握するため、ＪＡＳ規格の利用実態及び市販
品の品質実態について調査・分析を実施した。

　農林水産省からの要請に基づき、Ｃｏｄｅｘ規格の作成に資するため、野菜等の重金
属の分析調査を実施した。
　また、原料用リンゴ果汁中のカビ毒（パツリン）の分析調査を実施した。

　農林水産省において産地段階の残留農薬等に係るリスク管理を的確に行うため、同省
からの要請に基づき、食品中の残留農薬、その他微量物質の分析調査を実施した。

　食品表示１１０番（フリーダイヤル等を含む。）等により、不正表示に係る疑義情報の収集
を行うとともに、食品製造業者、消費者等からの食品の表示を中心とした相談、問い合わせな
どに対応した。

　各調査・分析結果を踏まえ、利害関係者の要望を調整した上で、ＪＡＳ規格見直し原
案を作成し、農林水産省に報告した。

ア
ア
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